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１　提出書類
＜参加資格審査に関する提出書類＞
	書類名
	様式番号
	部数
	提出方法

	参加表明書
	１
	紙：正１部、副１部
電子：正１式・副１式
	紙：Ａ４ファイル綴じ
電子：CD-R

	グループ構成表及び役割分担表
	２
	
	

	参加資格審査申請書
	３
	
	

	
	添付書類
	－
	
	

	委任状（構成企業→代表企業）
	４
	
	

	委任状（代表企業内）
	５
	
	



２　書式等
・　参加資格審査様式集（Microsoft Word形式）で指定された様式に従って作成すること。
・　記入欄が足りない場合は、適宜枚数を増やすこと。なお、複数ページにわたる時は、左上の様式番号の次に番号を振ること。例）様式○ (１／２)
・　各提出書類で使用する文字の大きさは、10ポイント以上とすること。

３　提出方法
・　提案書類は、A4判縦型の左綴じパイプ式ファイルに綴じること。
・　電子データは、CD-Rに保存すること。
・　押印を要する書類及び電子媒体は、クリアファイル等に収納し、提案書類を綴じたファイルに収めること。
・　提案書類は、紙媒体について正本1部及び副本1部を、電子媒体について正本1式及び副本1式を作成し、提出すること。
・　ファイルの表紙に「吉川美南駅東口駅前商業・業務ゾーン（５６街区）事業（公共施設整備運営事業を含む）　参加資格審査に係る申請書」と記入し、正本、副本、グループ名を示すラベルを背表紙下隅に添付すること。
・　電子媒体には、正本と副本の区別、事業名、グループ名を記載すること。

４　その他
・　応募を辞退する場合は、様式６を作成し、１部提出すること。
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	第１　参加資格審査に関する提出書類







様式１ 
令和　　年　　月　　日

参加表明書

（宛先）吉川市長

	グループ名
	
	

	
	

	代表企業
	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	代表者名
	
	




令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「吉川美南駅東口駅前商業・業務ゾーン（５６街区）事業者募集（公共施設整備運営事業を含む）」に係る募集に、次の代表企業・構成企業による （代表企業名）グループとして参加することを、指定の書式を添えて表明します。

	通番
	構成企業※1
	役割 ※2
	商号又は名称

	１
	代表企業
	
	

	２
	構成企業
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	


※1　「代表企業」「構成企業」のいずれかを記入すること。
※2　「設計企業」「建設企業」「工事監理企業」「維持管理企業」「運営企業」「民間施設整備事業者」「その他企業（具体的な役割を記載）」のいずれかを記載すること。
※3　記入欄が足りない場合は適宜追加すること。


様式２（１／４）
令和　　年　　月　　日

グループ構成表及び役割分担表

	代表企業

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話／FAX
	

	
	E-mail
	

	応募者の制限に関する事項
	充足している　　・　　充足していない



	設計企業

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話／FAX
	

	
	E-mail
	

	応募者の制限に関する事項
	充足している　　・　　充足していない



※　構成企業が代表企業を兼任する場合にも省略はせず、各欄に記入すること。
※　本様式に準じて、適宜記入欄及び枚数を増やすこと。
※　該当する構成区分を○で囲むこと。

様式２（２／４）

	建設企業

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話／FAX
	

	
	E-mail
	

	応募者の制限に関する事項
	充足している　　・　　充足していない



	工事監理企業

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話／FAX
	

	
	E-mail
	

	応募者の制限に関する事項
	充足している　　　・　　充足していない

	建設企業との資本関係
	有　　・　　無

	建設企業との人的関係
	有　　・　　無



※　構成企業が代表企業を兼任する場合にも省略はせず、各欄に記入すること。
※　本様式に準じて、適宜記入欄及び枚数を増やすこと。
※　該当する構成区分を○で囲むこと。



様式２（３／４）

	維持管理企業

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話／FAX
	

	
	E-mail
	

	応募者の制限に関する事項
	充足している　　・　　充足していない



	運営企業

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話／FAX
	

	
	E-mail
	

	応募者の制限に関する事項
	充足している　　・　　充足していない



※　構成企業が代表企業を兼任する場合にも省略はせず、各欄に記入すること。
※　本様式に準じて、適宜記入欄及び枚数を増やすこと。
※　該当する構成区分を○で囲むこと。


様式２（４／４）

	民間施設整備事業者

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話／FAX
	

	
	E-mail
	

	応募者の制限に関する事項
	充足している　　・　　充足していない



	その他企業

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話／FAX
	

	
	E-mail
	

	応募者の制限に関する事項
	充足している　　・　　充足していない



※　構成企業が代表企業を兼任する場合にも省略はせず、各欄に記入すること。
※　本様式に準じて、適宜記入欄及び枚数を増やすこと。
※　該当する構成区分を○で囲むこと。



様式３（１／７）
平成　　年　　月　　日

参加資格審査申請書

（宛先）吉川市長

	グループ名
	
	

	
	

	代表企業
	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	代表者名
	
	



令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「吉川美南駅東口駅前商業・業務ゾーン（５６街区）事業者募集（公共施設整備運営事業を含む）」に係る参加資格について、別表の添付書類を送付しますので、審査をお願いします。
なお、募集要項に定められた応募者の参加資格要件を満たしていること、及びこの申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。


様式３（２／７）

＜添付書類＞
	提出対象
企業
	書類名
	応募者
確認
	市
確認

	全ての
構成企業
	(１)
	会社概要（沿革、役員の履歴、実績含む）
	
	

	
	(２)
	定款
	
	

	
	(３)
	登記簿謄本　原本（提出期限から３か月以内）
	
	

	
	(４)
	印鑑証明書　原本（提出期限から３か月以内）
	
	

	
	(５)
	単体決算の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）
	
	

	
	(６)
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
※連結対象がある場合
	
	

	
	(７)
	監査報告書
	
	

	
	(８)
	納税証明書（法人税、消費税、法人事業税、法人市民税）（直近１年分）
	
	

	設計企業
	(１)
	建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証する書類
	
	

	
	(２)
	平成２８年４月１日以降に、令和６年国土交通省告示第８号の別添二建築物の類型「十二文化・交流・公益施設」の第２類に掲げる建築物の用途又はこれらに類する用途で、延べ床面積１，０００㎡以上の施設に係る基本設計又は実施設計の実績を単独又は共同企業体の構成員（いずれも元請）として有していること
（なお、その基本設計又は実施設計の実績が共同企業体の場合は、当該共同企業体の代表企業としての実績を有していること）を証する書類
	
	

	建設企業
	(１)
	建設業法（昭和２４ 年法律第１００号）第１５条の規定による建築工事業に係る特定建設業の許可を有することを証する書類
	
	

	
	(２)
	平成２８年４月１日以降に、延べ床面積１，０００㎡以上の公共施設の工事に係る施工実績を単独又は共同企業体の構成員（いずれも元請）として有していること（なお、その施工実績が共同企業体の場合は、当該共同企業体の代表企業としての実績を有していること）を証する書類
	
	

	工事監理
企業
	(１)
	建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証する書類
	
	

	
	(２)
	平成２８年４月１日以降に、延べ床面積１，０００㎡以上の公共施設の工事監理実績を有していること（なお、その工事監理実績が共同企業体の場合は、当該共同企業体の代表企業としての実績を有していること）を証する書類
	
	

	維持管理
企業
	(１)
	平成２８年４月１日以降に、公共施設又はこれに類似する施設に係る維持管理業務について、２年以上の実績を有していることを証する書類
	
	

	運営企業
	(１)
	平成２８年４月１日以降に、社会教育施設、生涯学習施設又はこれらに類似する施設の運営実績について、２年以上の実績を有すること（ただし、公共施設における運営実績に限らない。）を証する書類
	
	



※　添付した書類を確認のうえ、応募者確認欄に○を付して提出すること。


様式３（３／７）
類似業務実績（設計、建設、工事監理、維持管理、運営）

１．設計企業の参加資格要件
平成２８年４月１日以降に、令和６年国土交通省告示第８号の別添二建築物の類型「十二文化・交流・公益施設」の第２類に掲げる建築物の用途又はこれらに類する用途で、延べ床面積１，０００㎡以上の施設に係る基本設計又は実施設計の実績を単独又は共同企業体の構成員（いずれも元請）として有していること（なお、その基本設計又は実施設計の実績が共同企業体の場合は、当該共同企業体の代表企業としての実績を有していること）。
（会社名：　　　　　　　　　　）
	業務名称
	

	業務の発注者名
	

	受注形態
	単体　／　共同企業体（出資比率　　％）

	業務場所
	

	業務工期
	令和　年　月　日～令和　年　月　日

	建築物の用途
	

	ホール席数（該当がある場合）
	

	構造・階数
	延床面積
	
	　　　　　　　　　㎡

	業務内容
	


※記載した業務の契約書の写し・当該業務内容を確認できる仕様書等を添付すること。

様式３（４／７）

２．建設企業の参加資格要件
平成２８年４月１日以降に、延べ床面積１，０００㎡以上の公共施設の工事に係る施工実績を単独又は共同企業体の構成員（いずれも元請）として有していること（なお、その施工実績が共同企業体の場合は、当該共同企業体の代表企業としての実績を有していること）。
（会社名：　　　　　　　　　　）
	業務名称
	

	業務の発注者名
	

	受注形態
	単体　／　共同企業体（出資比率　　％）

	業務場所
	

	業務工期
	令和　年　月　日～令和　年　月　日

	建築物の用途
	

	ホール席数（該当がある場合）
	

	構造・階数
	延床面積
	
	　　　　　　　　　㎡

	業務内容
	


※記載した業務の契約書の写し・当該業務内容を確認できる仕様書等を添付すること。

様式３（５／７）

３．工事監理企業の参加資格要件
平成２８年４月１日以降に、延べ床面積１，０００㎡以上の公共施設の工事監理実績を有していること（なお、その工事監理実績が共同企業体の場合は、当該共同企業体の代表企業としての実績を有していること）。
（会社名：　　　　　　　　　　）
	業務名称
	

	業務の発注者名
	

	受注形態
	単体　／　共同企業体（出資比率　　％）

	業務場所
	

	業務工期
	令和　年　月　日～令和　年　月　日

	建築物の用途
	

	ホール席数（該当がある場合）
	

	構造・階数
	延床面積
	
	　　　　　　　　　㎡

	業務内容
	


※記載した業務の契約書の写し・当該業務内容を確認できる仕様書等を添付すること。


様式３（６／７）

４．維持管理企業の参加資格要件
平成２８年４月１日以降に、公共施設又はこれに類似する施設に係る維持管理業務について、２年以上の実績を有していること。
（会社名：　　　　　　　　　　）
	業務名称
	

	業務の発注者名
	

	受注形態
	単体　／　共同企業体（出資比率　　％）

	業務場所
	

	業務工期
	令和　年　月　日～令和　年　月　日

	建築物の用途
	

	ホール席数（該当がある場合）
	

	構造・階数
	延床面積
	
	　　　　　　　　　㎡

	業務内容
	


※記載した業務の契約書の写し・当該業務内容を確認できる仕様書等を添付すること。


様式３（７／７）

５．運営企業の参加資格要件
平成２８年４月１日以降に、社会教育施設、生涯学習施設又はこれらに類似する施設の運営実績について、２年以上の実績を有すること（ただし、公共施設における運営実績に限らない）。
（会社名：　　　　　　　　　　）
	業務名称
	

	業務の発注者名
	

	受注形態
	単体　／　共同企業体（出資比率　　％）

	業務場所
	

	業務工期
	令和　年　月　日～令和　年　月　日

	建築物の用途
	

	ホール席数（該当がある場合）
	

	構造・階数
	延床面積
	
	　　　　　　　　　㎡

	業務内容
	


※記載した業務の契約書の写し・当該業務内容を確認できる仕様書等を添付すること。

様式４
令和　　年　　月　　日

委任状

（宛先）吉川市長

	グループ名
	

	
	

	構成企業
	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	代表者名
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	




下記のとおり代表企業代表者を代理人と定め、参加表明書の提出日から事業契約の締結まで権限を委任します。

記

１　事業名
吉川美南駅東口駅前商業・業務ゾーン（５６街区）事業 （公共施設整備運営事業を含む）

２　委任事項
⑴　事業に関する参加表明について
⑵　事業に関する参加資格審査申請について
⑶　事業に関する応募辞退について
⑷　事業に関する応募及び提案について
⑸　事業に関する事業契約の締結までの契約に関することについて
⑹　受任者（復代理人）の選任について

３　受任者（代表企業）
	代表企業　商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	代表者名
	
	



※　この委任状は、構成企業から代表企業へ権限を委任する際に用いること。
※　本様式に準じて、適宜記入欄及び枚数を増やすこと。
※　同委任状は、各構成企業ごとに複数枚で提出すること。

様式５
令和　　年　　月　　日

委任状

（宛先）吉川市長

	グループ名
	
	

	
	

	委任者
	商号又は名称
	

	（代表企業）
	所在地又は住所
	

	代表者名
	
	



下記のとおり代理人を定め、参加表明書の提出日から事業契約の締結まで権限を委任します。

記

１　事業名
吉川美南駅東口駅前商業・業務ゾーン（５６街区）事業 （公共施設整備運営事業を含む）

２　委任事項
⑴　事業に関する参加表明について
⑵　事業に関する参加資格申請について
⑶　事業に関する応募辞退について
⑷　事業に関する応募及び提案について
⑸　事業に関する事業契約の締結までの契約に関することについて

３　受任者（復代理人）
	復代理人　商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	氏名
	
	



受任者使用印鑑

印


※　この委任状は、代表企業代表者から復代理人へ権限を委任する際に用いること。
様式６
令和　　年　　月　　日

応募辞退届

（宛先）吉川市長

	グループ名
	
	

	
	

	代表企業
	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	代表者名
	
	




令和●年●月●日付で公表のありました「吉川美南駅東口駅前商業・業務ゾーン（５６街区）事業（公共施設整備運営事業を含む）」の募集要項に基づき、参加表明書を提出しましたが、応募を辞退します。
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